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本稿は、わが国公会計改革の現状と課題―とりわけ地方公共団体（地方政府）における公会計シ
ステムの制度化に焦点を当てたものである。そして、その分析の中心に行政評価に資する公会計制
度の構築―公的アカウンタビリティの実現と公会計原則設定の必要性および住民に対するディスク
ロージャーの問題を捉えた。特に制度の現状と今後の課題においては、諸外国の事例研究を取り入
れる中で公会計システムにおける財務指標を示すサブシステムとしての制度整備を提唱している。
そして、行政評価に資する公会計という視点から、客観的で精緻な「アカウンタビリティ」およ
び「ディスクロージャー」を遂行するためのバランスシートおよび行政コスト計算書の作成手法な
らびにこれらとリンクした行政評価方法を考察している。
公会計システムにおける最重要事項は「行政評価に資する公会計制度」の構築であり、その中心
は公的アカウンタビリティの実現であると筆者は考えている。しかし、公的アカウンタビリティの
重要性については、自治主体である地方公共団体から提唱されたものではなく、住民側からの強い
要望によりその導入が提唱されたものであり、つまりわが国の地方公共団体におけるアカウンタビ
リティの現状においては、「住民からの信頼回復に資するための情報公開」という消極的な姿勢が露
見される。地方公共団体においては、自ら住民に対して説明していく積極的なアカウンタビリティ
が求められ、「行政評価に資する公会計制度」の構築について、ストック・フロー両面からの会計シ
ステムのあり方を論述している。
目 次
はじめに
Ⅰ　わが国の行政評価とアカウンタビリティ
（1）行政評価とアカウンタビリティの意義
（2）地方公共団体における会計制度の特質
（3）公会計制度上の問題点
（4）会計処理方法上の問題点と決算評価システムとしての問題点
Ⅱ　公会計制度の諸外国事例
（1）イギリス公会計制度の特質
（2）ニュージーランド公会計制度の特質
（3）アメリカ公会計制度の特質
Ⅲ　アカウンタビリティに対応した財務諸表のあり方
（1）アカウンタビリティに対応した財務諸表
（2）公会計における財務諸表の体系構築
結び
173
はじめに
わが国の地方公共団体における会計制度は1949年に制定された地方財政法を基礎とし、
「歳入・歳出型決算」による単年度収支の把握を目的とした単式簿記および現金主義によ
る会計処理が一貫して行われてきた。しかし、地方公共団体における行政の活動範囲が拡
大を続けるとともに多様化・複雑化している中で、従来の公会計制度の下で作成される決
算書類だけでは、地方公共団体の財政状態を正確に判断することが極めて困難であること
が徐々に明らかになりつつある。そして、今や地方公共団体の財政に対する住民意識の高
揚の中で、「アカウンタビリティ（会計責任）」および「ディスクロージャー（情報開示）」
に対応した精密度の高い＜会計情報の開示＞が求められている。
2000年3月、旧自治省［現・総務省］は「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調
査研究会報告書」を公表した。この報告書では地方公共団体において作成される決算書類
が行政評価（財政評価）に資する指標となるよう各地方公共団体に指導し、複式簿記およ
び発生主義に基づくバランスシート作成の＜統一的な基準＞を示した。これを契機に各地
方公共団体では、財政評価に資する財務諸表の作成ならびにその開示方法を模索し、「バ
ランスシート作成」が普及しつつある。
一方、効果的かつ効率的な行政活動の評価に資するものとして地方公共団体における財
政のフローに着目した「行政コスト計算書」の作成が強力に推進されている。これは従来
型の資金論的な現金主義会計システムではなく、発生主義により費消された費用の内容を
明確に網羅した＜資源管理論的な会計指標＞であり、企業会計における損益計算書に相当
するものである。こうしたストックおよびフロー両面からの財務諸表（バランスシートお
よび行政コスト計算書）の確立のためには、行政評価に資する公会計
．．．．．．．．．．．
という視点からの
個々の財務諸表における機能・役割を明確にする必要があり、これにより客観的で精緻な
「アカウンタビリティ」および「ディスクロージャー」を遂行することが可能となろう。
周知のごとく、近年、欧米諸国においては発生主義を会計処理基準とする公会計システ
ムの確立が急務の課題として、また行財政改革の一環として積極的に導入されつつある。
かかる動向は公会計基準の国際的な趨勢になり、わが国においても単なる企業会計システ
ムの模倣・導入ではなく、地方公共団体における行政アカウンタビリティとして＜公会計
の新機軸＞の確立が求められている。
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Ⅰ　わが国の行政評価とアカウンタビリティ
（1）行政評価とアカウンタビリティの意義
行政評価とは、地方行政の行う「予算→予算施行→事務・事業活動→決算」の流れのす
べてにおける行為に対する評価をいい、①説明責任の向上、②行政活動の効率化、③行政
サービスの向上、④事業計画と予算編成・予算配分の適正化、⑤財政の健全化に資するた
めの方策として、わが国の地方公共団体においてはその導入が積極的に行われている１。
従来、わが国の地方公共団体において推進されている行政評価システムは、住民を行政
サービスの消費者すなわち顧客と見立て、顧客である住民の顧客満足度（Customers
Satisfaction）の向上を抽象的ではあるが究極かつ長期的な目的として展開されてきた。
この行政執行に対する行政評価は、住民の主観的な評価の総体を客観として捉えた民主的
な手段によるものであるといえよう。
地方公共団体の政策や施策は、「基本構想－基本計画－実施計画」という総合計画の体
系から演繹される各年度の予算を経て具体的な事務や事業に具現化されていかなければな
らないものであるが、これによる行政評価システムとは、多くの事務や事業を包括し長期
間のサイトで評価を行わなければならない政策評価２とは異なり、非常にミクロ的かつ短
期的な評価を主眼に実施される手法である。また費用対便益の観点からみて、費用のみな
らず便益の側面を強調した評価手法としても整理することができる。
そしてアカウンタビリティとは、会計（accounting）と責任（responsibility）の合成語
であり地方公共団体を取り巻く利害関係者に対し会計主体（地方公共団体）が負う「会計
責任」３のこととされる。
会計学における「会計責任」とは、会計主体である企業が株主等から委託された資金を
企業の経営目的に合った適正な使途に配分・保全をしなければならない責任（財産保全責
任）と、その結果を株主等に説明報告する責任（説明報告責任）を表す概念であると定義
されている。この概念を公的会計分野に当てはめてみるならば、「公的アカウンタビリテ
ィ」とは、会計主体である地方公共団体が住民からの税収や利用料収入ならびにそれらを
用いて形成または購入した資産の保全責任（財産保全責任）と、その結果を住民に説明報
告する責任（説明報告責任）をいうものと考えられよう。
従って、今日用いられている「アカウンタビリティ（accountability）」の意味における
「説明責任」とは、狭義におけるアカウンタビリティの意味を示しているにしかすぎない
ものとなる。真のアカウンタビリティの概念とは、行政資源の保全や配分並びに行政結果
の説明報告等の総合的な行政活動の代理人としての活動をいうものと考えなければならな
い。
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公的分野においてアカウンタビリティが注目された背景には、バブル経済の崩壊による
地方公共団体における歳出増の抑制と住民ニーズの多様化があげられ、これに応えるため
に地方の行政改革の３項目として①機構改革、②人件費削減、③歳出削減の手法がとられ
てきた。またさらには、公金の不正支出（カラ出張や官官接待等）の行政の不祥事により、
住民の行政への不信感が一挙に増大してきたこともその理由としてあげられよう。このよ
うな背景の中で、アカウンタビリティの意義が重要視されてきたとともに、地方公共団体
の財政再建に向けた会計システムの再構築が求められることとなった。
しかし、アカウンタビリティの必要性は、自治主体である地方公共団体から提唱された
ものではなく、住民側（会計学者を含む）からの強い要望によりその導入が提唱されたも
のであり、現状におけるわが国の地方公共団体におけるアカウンタビリティでは「住民か
らの信頼回復に資するための情報公開」という消極的な態度４が見受けられるのである。
したがって、地方公共団体においては自ら住民に対して説明していく積極的なアカウンタ
．．．．．．．．．
ビリティ
．．．．
が求められる。
地方公共団体は、住民からの税収や利用料といった財源を元に行政サービスを提供する
ものであることから、資源の委託者である住民に対して受託者である地方公共団体が負う
アカウンタビリティは結果報告を説明すれば足りるものではなく、「公的アカウンタビリ
ティ」として説明・報告責任にあわせて資源管理の経済性・効率性・有効性を確保すると
いった概念を含んでいると解するべきであると考えられる。このように、行政におけるア
カウンタビリティの範囲は、単なる「法的準拠性の証明」から「支出に見合う価値
（Value for Money）のある行政サービスの証明」まで拡大されていると考えなければな
らない。
近年、行政活動に住民の参加が必要であるという認識は、行政と住民の共通の認識とな
り既に様々な方法で実現されつつある５。また、情報公開制度の利用やオンブズマン活動
などにより行政への参加に積極的な住民も増加してきている。今後、さらなる住民参加を
充実させていくためには、住民に対し適正な説明を行い住民の意向に沿った行政活動が行
われていることを証明する義務を行政機関に課すことが必要である。これは、住民の要望
に沿って政策決定を行い行政活動を実施していく、まさに住民の声に「応答する責任」を
課すことであり、この責任こそが公的アカウンタビリティの真の意味に他ならないのであ
る。
（2）地方公共団体における会計制度の特質
地方公共団体は住民福祉の増進を目的とし、利益という概念を持たないことがその特質
としてあげられる。また、その財務活動は企業が利益を追求するための弾力的な財務活動
を認めているのに対し、税金を活動資源とする地方公共団体の財務活動は予算制による議
会での議決を通して議会による統制の下に置かれた財政構造をとっている。
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このため地方公共団体の会計は、予算の適正かつ確実な執行に資する現金主義が採用さ
れている。また、財政状態が悪化した場合には営利企業では企業体の解散（清算）もあり
得るのに対して、地方公共団体では財政再建の手続に移行し清算という行為を予定してい
ないことが企業会計との大きな違いであるといえよう。
また、地方自治法では「普通地方公共団体の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年
三月三十一日に終わるものとする」（自治208条1項）、「各会計年度における歳出は、その
年度の歳入をもって、これに充てなければならない」（同条2項）と規定しているように、
地方公共団体の会計年度は収入・支出を一定期間ごとに区分し、その期間における収入・
支出を他の期間の収支と区別し、その実績を明らかにするために設けられたものであり、
一般企業の事業年度に相当するものである。本条は、各会計年度は独立のものと規定し、
その年度の収支を他の年度の収支と混同してはならないとした「会計年度独立の原則」を
定めたものである。ここで特筆すべきことは、同法208条2項に定める「各会計年度におけ
る歳出は、その年度の歳入をもって、これに充てなければならない」とした条項であろう。
この条文は、「会計年度独立の原則」を明示するとともに、各年度の歳出は当該年度の歳
入をもってこれに充てなければならないとした「予算単年度主義」を明示したものである。
したがって、地方公共団体の会計はゴーイングコンサーンを意図したものではなく、あく
まで単年度収支の把握を目的としてその規定が定められていると理解することができる。
もっとも、弾力的な会計システムの運営を意図し、この会計年度独立の原則および予算単
年度主義には地方自治法施行令においては別段の定めが設けられている。例えば「債務負
担行為」６がそれに該当するが、災害土木復旧工事等の請負契約において支払期日を翌年度
に定め、年度内に工事が完成した場合であっても翌年度予算より支出することが認められ
ている（自令143条1項4号）。
そして、地方公共団体の会計について地方自治法に定める会計区分により分けると、一
般会計と特別会計に分けることができ、予算および決算においてもこの２つの区分に従っ
て調整されている（自治209条1項）。この条文の趣旨は、本来、予算の全貌を一目瞭然の
ものとして1つの会計に編成することが望ましいが、地方行政の範囲が広範かつ複雑にな
ってきたことに鑑みて、一般行政とは別に経理すべきものと考えられる種類の事務や事業
が行われるようになってきたものについて地方公共団体の基本的な経費を盛り込んだ「一
般会計」のほかに、予算の統一を損なわない限度において「特別会計」を設置することが
できるとしたものである。これら一般・特別会計を合わせて「普通会計」という。
地方公共団体における一般会計とは、地方公共団体の基本となる租税収入、印紙収入等
の財源を受け入れ社会保障、教育、公共事業等の基本経費を賄う会計をいい、一方の特別
会計とは、国または地方公共団体が特定の事業を行う場合に特定の歳入をもって特定の歳
出に充て、一般会計の歳入・歳出と区別して経理する必要がある場合に設けることのでき
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る会計をいう。
特別会計については、地方自治法において「特別会計は、普通地方公共団体が特定の事
業を行う場合その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理
する必要がある場合において条例でこれを設置することができる」（自治209条2項）と定
められているものであり、概ね①特定の事業を行うもの、②特定の歳入をもって特定の歳
出に充て、一般歳入歳出と区分して経理する必要のあるもの、③特別会計の設置が義務付
けられているもの、④条例によって設置されなければならないもの、に大別することがで
きる。
まず特定の事業を行うものの会計については、一般会計以外の特定の事業を行う収益性
のある事業会計をいい、地方公営企業および印刷事業等をその内容としている。つぎに、
特定の歳入歳出によるものの会計については、特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般
の歳入歳出と区分して経理しなければならないものをいい、証紙収入特別会計および各種
貸付金の特別会計等をその内容としている。そして、特別会計の設置が義務付けられてい
るものの会計については、地方公営企業法、農業改良資金助成法および国民健康保険法に
おいて、特別会計の設置が義務付けられているものをいい、地方公営企業特別会計、農業
改良資金特別会計、国民健康保険特別会計等をその内容としている。
（3）会計制度上の問題点
わが国の地方公共団体における会計制度は、主に地方自治法に基づき形成されているも
のであり、その特質として「予算制度」があげられる。
地方公共団体の予算は、当該団体の一定期間における行政活動に係る収入と支出の計画
を表すものであり、一定期間における予測可能な収入と支出を中心とした見積であると同
時に行政活動の内容を示す一覧表でもある。したがって、予算とは地方公共団体の財政運
営の根幹をなすものであり、また、その政策を具体的に数額化し住民に公表されるもので
あることから、その意義および機能が十分に発揮されるためには一定の原則７に従って編
成・執行される必要がある８。
わが国の地方公共団体における予算制度の充実のためには、予算が法令および地方公共
団体の財務規則に従って作成され、議会の議決を経て承認されなければならないものであ
るが、ここにこそ、わが国における予算制度の問題点があると考えられる。たしかに、わ
が国の予算制度は「財政民主主義」に基づいて確立された不可侵の制度であることは要諦
事項として認めなければならない。しかし、予算のみを重視した結果、予算自体の弾力性
を失わせ、ひいては決算制度を形骸化させる事態を招いたことが今日の予算制度の問題点
として考えられるのである。このことは、決算が単なる予算の結果表としてのみ機能して
いることを意味し、決算が次期予算の編成に寄与すべきとした本来の役割を担っていない
とみることができるのである。
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このような決算制度の形骸化の事実については、次の「（4）会計処理方法上の問題点」
においても論述するが、形骸化の事実は決算書類の問題点、すなわち決算書類の作成法式
等においても散見でき会計処理システム自体の改善をも求められるのである。
（4）会計処理方法上の問題点と決算評価システムとしての問題点
わが国の地方公共団体における会計では、収入および費用の認識について「現金主義」
を採用しており、予算と決算はともに現金主義を前提に調整が行われている。公会計が採
用している現金主義にみられる特徴は、収入と支出を現金の入出の時点に基づいて歳入と
歳出の期間帰属を決定している点にある。
一方、現金主義に対比される「発生主義」は各年度の期間損益計算を適正に行うことを
目的として、歳出の中には費用と直結しない支出があること、歳入の中には収益と直結し
ない収入があることに留意し、費用については費用の発生に基づいて認識している。これ
との対比によれば、現在の公会計では現金主義に基づいて歳入と歳出を認識していること
から期間収支差額は現金の増減額とその内訳を示す以上の機能を果たすことが出来ないと
いった問題点が指摘できよう。
また、わが国の地方公共団体における会計では、その記録手法として「単式簿記」が用
いられている。単式簿記では、現金の出納記録といった単純な記録しか行えないことから
会計主体における財政状態を適確に把握することはできない。
このような「現金主義」および「単式簿記」における会計の問題点としては、次のもの
が考えられる。
１．財務的なストックおよびフローに関する情報が欠落していることから、バランスシー
トや行政コスト計算書に相当する財務諸表の作成が行われない。
２．政策および事業単位での評価が実施されない。
３．発生主義を前提とした予算の編成および決算とのリンクが行われない９。
まず、1の「財務的なストックおよびフローに関する情報が欠落していることから、バ
ランスシートや行政コスト計算書に相当する財務諸表の作成が行われない」ことについて
は、現金主義においては将来その発生が予見される費用（例えば、退職給与引当金）や非
貨幣性費用（例えば、減価償却費）が計上されず、単式簿記では資産・負債・純資産・費
用・収入といった概念を用いた総合的な財務情報を表すバランスシートや行政コスト計算
書の作成が行えないといった問題点が指摘できる。そして２の「政策および事業単位での
評価が実施されない」ことや3の「発生主義を前提とした予算の編成および決算とのリン
クが行われない」ことについては、１に掲げた問題点から派生するものであることから、
この１における問題点こそが公会計における会計処理方法上の問題点であるといえよう。
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次に、わが国の地方公共団体における決算評価システムの内容についてみていく。
地方自治法においては、会計書類を用いた評価システムについて具体的に明記した条文
は存在しない。決算書類については地方自治法第233条2項および5項においてのみ、それ
に類する条文が規定されている。
まず、地方自治法第233条2項では、「普通地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を
監査委員の審査に付さなければならない」と規定されているとおり、決算書類について監
査委員の審査を経なければならない旨が明記されている。すなわち、ここでは監査委員を
介して評価が行われると考えられるが、この監査委員の職務権限については「監査委員は、
普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営に係る事業の管
理を監査する」（自治199条1項）と規定されているとおり、①財務の執行の適正性および
②経営に係る事業の管理についての監査が行われることとなる。①の財務の執行の適正性
の監査については、予算の執行、収入・支出、契約、現金および有価証券の出納管理、財
産管理等の事務の執行を包含するものである。また、②の経営に係る事業の管理監査につ
いては、特別会計区分における地方公営企業等の経営に関する監査を一般的に示し一般会
計に対する監査は行われていない、または形骸化されているとみることができる。
次に、地方自治法第233条5項についてであるが、ここでは「普通地方公共団体の長は、
第3項の規定により決算を議会の認定に付するに当たっては、当該決算に係る会計年度に
おける主要な施策の成果を説明する書類その他政令で定める書類を併せて提出しなければ
ならない」と規定されているとおり、「行政における施策の成果を説明する義務」を明記
している。しかし、ここにいう「成果」については地方自治法において何ら定義されてい
ないことから、行政活動とは「成果」を意図して行わなければならないと推察するのみの
考察しかできないこととなる。
さて最後に、地方自治法では「財政状況の公表」について定めた条項において、評価シ
ステムに類する若干の記述がみられる。地方自治法第243条の3第2項では「普通地方公共
団体の長は、第221条第3項の法人について、毎事業年度、政令で定めるその経営状況を説
明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなければならない」と定められている。こ
れは、普通地方公共団体に対して規定したもの10であるが、「経営状況」という文言から推
察するならば、一般会計というよりはむしろ地方公営企業に対する規定であるとみること
ができ、またこれは特別会計区分への適用が一般に行われていることから鑑みても地方公
共団体における一般会計への適用は行われないとみるべきであろう。
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Ⅱ　公会計制度の諸外国事例11
（1）イギリス公会計制度の特質
イギリス公会計では行政運営の効率化を図るため、1980年代後半以降、行政執行部門の
エージェンシー化、ＰＦＩ（Private Finance Initiative）の導入などNew Public
Management12の手法を利用した行政運営が行われてきた。イギリス公会計の特質は、現
金収支の把握に焦点を置いた資金論的公会計ではなく、複式簿記記帳方式を採用し発生主
義によって経済資源の価値変動を把握することを目的とした「資源管理論的公会計」とい
われるものである。
イギリスにおける国・地方公共団体の支出の増大と公共セクターの効率的運営に対する
住民の関心の高まりによって、国・地方公共団体に対する監査の中に「合法性」、「正確性」
という伝統的な監査に加えて、「経済資源の適正な利用」に主眼を置く「経済性」、「効率
性」、「有効性」についてのＶＦＭ（value for money）監査が実施されている。これら
「経済性」、「効率性」、「有効性」の内容は以下のように示されている。
①　経済性とは、政府・地方公共団体が人的・物的資源の適切な量および質のものを、
最小のコストで取得することを示す。したがって、過剰な人員雇用や設備の購入は、
いずれも経済性に反することとなる。
②　効率性とは、産出する物品またはサービスと、それを産出するために使用する資源
との関係で測定される。これは、あるインプットの資源の量から、最大のアウトプッ
トを得ること、または、ある一定の量および質のサービスの産出に対しインプットを
最小にすることをいう。
③　有効性とは、ある計画や活動のアウトプットが、所期の目標ないし成果を達成した
かどうかを測定することを意味する。
（2）ニュージーランド公会計制度の特質
ニュージーランドにおける公会計改革は、政治的に重要な改革と同時並行的に進められ、
予算・会計制度を発生主義に変更するといった抜本的な改革が行われてきた。そして、最
終的に世界初の発生主義ベースでの連結財務諸表が作成されることとなる。
ニュージーランドにおける公会計では、ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）
に対応した施策が行われている13。ここでのＮＰＭは、Performance Review（業績評価）
を目的とし、行政府内における管理手法の効率的かつ合理的な施行を目指したものとされ
ている。
ニュージーランドの予算改革で最も注目されるものとしては、アウトプット集合単位の
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予算編成と審議および歳出承認があげられよう。イギリスやアメリカにおける予算改革で
も、成果志向の予算編成を目指しているが、イギリスおよびアメリカ両国共に予算の尺度
が資源か資金かの違いはあるものの、これらは目的あるいは政策別の投入額に留まってい
る。すなわち、ニュージーランドのようなアウトプット集合単位で質と量についての測定
が行われていないとみることができる。
（3）アメリカ公会計制度の特質
アメリカの公会計は、全て「一般に認められた会計原則（Generally Accepted
Accounting Practice：GAAP）」に従って会計処理が行われている。このGAAPは、私的
部門の会計のために開発され活用されてきたものであるが、公的部門のためのGAAPの研
究もアメリカでは古くから行われてきている。
アメリカ会計における主要な財務諸表としては、バランスシート、純コスト計算書およ
び純資産増減計算書（連邦政府会計においては「運営報告書兼純資産増減計算書」となる）
がその主要な計算書類となる。
アメリカのバランスシートについては、企業会計において用いられているバランスシー
トと同様の作成方式が採られているものと考えられる。また、負債の部については、環境
会計を一部採り入れていることから、これは世界的にみても新しい取り組みであるという
ことができよう。
しかし、「純資産の部」の表記方法については問題点を有していると考えられる。これ
は、純資産の部の内容が単なる資産と負債の差額を意味していることによるものであるが、
本来ならば支払義務を負わない資本をここに表示しなければならないと考えられる。すな
わち、国庫支出金や税収等がここに計上されるべきものと考えられるのである。これらの
支払義務を負わない資本については、それぞれ資産の部に計上されているため、税収等の
額を一覧形式により表示することができないといった問題点を指摘することができよう。
また有形固定資産の表示については、減価償却費を控除した形式より行われている。この
方法からでは、減価償却費を一覧形式により確認することができず、また臨時償却か通常
の減価償却なのかも不明となっていることもアメリカにおけるバランスシートの問題点と
して指摘したい。
Ⅲ　アカウンタビリティに対応した財務諸表のあり方
（1）アカウンタビリティに対応した財務諸表
公的会計分野における決算とは、議会の議決によって成立した予算の執行実績であり、
一会計年度における歳入・歳出の実績を一定の形式に従って計算整理した記録である。つ
まり、予算が歳入・歳出の予測であるのに対して決算はその結果を示すものであるといえ
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よう。
具体的には、歳入予算と比べて実際の収入はどうであったのか、また歳出予算は不当ま
たは違法の事実がなく、初期の目的に沿って執行されたかを調査し将来の財政計画や財政
運営に役立つ重要な資料となるものが決算の役割であると考えられる。この意味において、
決算は予算執行の結果を国会や国民にフィード・バックされるべきものでなければならな
い。換言すれば、予算の執行実績である決算を予算と比較することによって数年間の趨勢
を把握し、決算結果に基づいた分析や評価を行い将来の財政執行をより適正なものにして
いくことが決算の重要な役割であるといえる。そして、決算制度の適正な運営によって、
はじめて予算制度を設けた意義とその目的がまっとうされることとなり地方公共団体のア
カウンタビリティを果たすことに繋がるのである。しかしながら、現状の地方公共団体の
予算・決算制度は予算の編成に多くの労力が費やされているのに対し、決算は予算の事後
的な報告にすぎず決算制度が軽視されていると指摘されている。これは現状の公会計にお
ける決算書類では、本来決算書類が具備すべき条件を満たしていないことが最たる理由で
あるといえよう。
現在、欧米先進国では前述したようにNew Public Managementに根ざした公会計の改
革が推進されている。New Public Managementとは民間企業による経営手法を公的分野
にも取り入れようとする考え方であることから、公会計部門においてもまた企業会計方式
に則った会計制度を採用している。そもそも公会計改革の場においては、この企業会計方
式を明確に定義されていない現状にあり、このことは企業会計的手法と言及されたり、ま
た発生主義会計と言及される場合もあることからも明らかであろう。公会計改革というと、
とかく発生主義を導入したバランスシートおよび行政コスト計算書の作成およびその開示
の議論で終始している。これは財務諸表の作成手法を議論しているにしか過ぎず、国民な
いしは住民に対する適切な「アカウンタビリティ」という観点からのバランスシートおよ
び行政コスト計算書の作成・開示の意図が見えてこない。このことは、現在、地方公共団
体で試作的に多様な手法を用いた財務諸表の作成およびその開示が行われていることから
も伺えよう。ここでは、まずアカウンタビリティに対応した財務諸表の作成に際しての概
念的順序を考察したい。
バランスシートおよび行政コスト計算書の作成に際しての概念的な順序としては、まず
国民・住民本位という視点から国民ないしは住民に対する「アカウンタビリティ」のあり
方を考えなければならない。これは主権在民に対する地方公共団体の当然の義務であると
いえよう。次に第２段階として、財政の情報を国民ないしは住民に対し、適切な情報を提
供するという視点が求められる。ここでは情報の受け手にとって適切な情報の提供に資す
る会計ツールの中から、複式簿記により作成される財務諸表が選択される。第３段階では
財政の全体像を表す会計処理基準として「発生主義」を選択し、オンバランスされるべき
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項目を「認識」し「測定」する。そして第４段階では、国民ないしは住民からの行政評価
に資する開示内容であるかの検証が求められよう。そしてこのような概念的順序を経て、
最終第５段階でアカウンタビリティに資する財務諸表の作成が行われることとなる。
（2）公会計における財務諸表の体系構築
公会計における財務諸表の体系構築に際し、先ず筆者が「アカウンタビリティ」に資す
ると考えるバランスシートの内容について論述することとする。
地方公共団体の会計におけるストック情報としては、バランスシートにおいてそれが示
されることとなり、ここでは地方公共団体における会計主体の財政状態を表すことがその
役割であると考えられる。
ここでのバランスシートの構成を個別に解説すると、まず有形固定資産については総務
関係や民生関係等の行政目的別に分類し、さらに有形固定資産をその性質別に分類したこ
とがあげられる。これは総務省方式によって作成されたバランスシートでは、河川、道路、
庁舎等の有形固定資産が個別に計上されないといった問題点を改善すると共に総務省方式
以外のバランスシートにおいては総務関係や民生関係等の行政目的別の区分がされていな
いために、各行政目的に属する有形固定資産の価額が把握できないといった問題点を考慮
し改善したものである。
また、減価償却費計算を行う観点から有形固定資産を償却性資産である建物等と非償却
性資産である土地に分類し表示している。減価償却費の算出方法については、総務省方式
ではなく、その償却性資産に見合った減価償却費の算出が求められる。これは総務省方式
で作成されたバランスシートと総務省方式以外のバランスシートでは、共に定額法によっ
て減価償却費が算出されているが、償却性資産の性質に合った償却方法を選択することに
より有形固定資産の価額の評価が適正に行われると考えられるからである。具体的には、
庁舎、道路および橋梁等の償却性資産の減価償却費を、すべて同一の償却方法によって算
出するのではなく、庁舎は定額法で算出し、道路や橋梁等の取替資産については取替法で
算出するといった選択式の償却方法が求められよう。
こうした方式により、減価償却費の計上については建物減価償却累計額、取替資産減価
償却累計額、車両運搬具および備品等減価償却累計額に区分し、それぞれの有形固定資産
に対応した減価償却費が計上されることとなる。
また、未完成の施設等については建設仮勘定を設けその資産価額を計上し、工事が完了
し物件の受け取りが行われた時点から償却性資産として計上することとなる。建設仮勘定
を設けた理由には、資産の適正な期間帰属価額を評価できるといった利点が考えられるこ
とによるものである。
負債の部においては、資産の部と同様に一年基準によって固定負債および流動負債に分
類表示し、また市債においても翌年度に償還される市債とそれ以外の市債とを区分し表示
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している。また固定負債である市債においては、どのような目的の財源として使用される
のかをその目的別に区分し表示している。
純資産の部は国庫支出金、都道府県支出金、一般財源等および寄付金等から構成され、
寄付金を除くものについてはそれらの増加額が計上されている。
さらに、ここには時価評価の導入として固定資産についてはその評価減額を計上すると
ともに、株式等については評価損益を計上することとなる。
次に、筆者が「アカウンタビリティ」に資すると考える行政コスト計算書の内容につい
て論述する。
地方公共団体の会計におけるフロー情報としては、歳入歳出決算書と行政コスト計算書
の両者によって開示されることになるが、筆者が考案する行政コスト計算書における歳入
歳出決算書との違いは「発生コスト」概念を加味したフルコストを加え、さらにサービス
コストの概念を加えることにより行政執行の効率化に資するよう作成されるべき点にある。
行政コスト計算書における歳出総額とは、歳入歳出決算書における歳出の合計額を計上
したものであり、建設費および人件費等から構成され、これらは個別に区分し表示される。
ここでの建設費とは施設整備などの工事請負費、公有財産購入費、備品購入費等の他に、
受託事業や修繕費に係る支出も含まれるものである。また人件費とは、一般職員のみなら
ず議員、委員等の特別職に対する給料および退職手当等を集計したものであり各行政目的
別の歳出人件費を表すものである。
なおこの段階においては、実際の現金支出から導き出される数値を計上することを目的
としていることから、退職給与引当金および減価償却費等の発生コストについては計上さ
れていないものとなっている。
「歳出コスト」および「サービスコスト」とは、現金主義によって計上される歳出総額
から発生主義を一部取り入れた費用を控除した結果算出されるものであり、地方公共団体
における実際の現金支払額ではなく期間費用額を算定したものである。具体的に歳出総額
から控除される項目としては、①資産の増加額および②負債の減少額があげられる。ここ
にいう①資産の増加額とは、バランスシートの「資産の部」に計上されている財産の取
得・建設のための歳入歳出決算書における歳出等（建設目的の工事請負費や公有財産購入
費等）の価額を集計したものである。
なお、これらの項目が歳出総額から控除される理由については、現金主義に基づく費用
計算では一括して計上されるこれらの支出を、発生主義に基づいた個別費用価額の算定を
目的としたことによるものである。また②の負債の減少額とは、歳入歳出決算書における
公債費の元金償還額を意味するものであり、公債費の元金償還額は公債利子等の費用では
なくバランスシートの「負債の部」に計上されるものであることから、公債費の元金償還
分については歳出総額から控除されている。総務省方式によるこの過程では歳出コストの
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みしか計上されていないが、筆者の考案する行政コスト計算書においては総務省方式によ
る歳出コストを分解し、新たに「サービスコスト」の概念を加えたものとなっている。こ
こにいうサービスコストとは、費用のうち住民の満足度等を高めるサービスに対応する費
用をいうものであり、直接的な金銭的収入を得るために費やされる費用ではないが、貨幣
的数額として把握することのできない住民満足度の上昇に貢献した費用について、通常の
歳出コストとこれを区別し計上されるものをいう。
このように歳出コスト・サービスコストとは、現金主義に基づく歳入歳出決算書から導
き出される歳出総額から、発生主義に基づく発生コストを加味した後に算出されるコスト
総額を算出するまでの現金主義から発生主義への修正計算としての役割を担うものである
といえよう。
ここにいう発生コストとは、①公債利子、②退職給与引当金、および③減価償却費から
構成されており、発生主義に基づいた費用を計上している。①の公債利子は、歳入歳出決
算書においては公債元金償還額と一括した公債費として計上されるものであり、歳入歳出
決算書では公債利子がどの政策に係る費用であるのか明確にはされていないが行政コスト
計算書においては期間帰属費用としてこれを各政策別に費用計上している。②の退職給与
引当金は、発生主義に基づく職員の退職給与引当金としての発生コストを費用計上するも
のである。③の減価償却費は、建物等の償却性資産の減耗額を減価償却の手続きを適用し
て発生コストを算出するものである。
このように発生コストとは、発生主義に基づく公債利子、退職給与引当金および減価償
却費から構成されるものであり、歳出コスト・サービスコストにこれを加えることにより
コスト総額が算出されることになる。
最後に諸収入とは、①料金・使用料および②国庫等負担金等から構成されるものである。
①の料金・使用料とは、公的サービスの受益者である利用者が特定しているサービスに対
するその受益者による負担額を表し、②の国庫負担金とは国庫負担金および国庫補助金お
よび委託料といった国庫支出金であり、国の政策判断により国庫が負担する額をいう。こ
れら諸収入は、コスト総額から控除されることにより行政コストが算出される。
この行政コストとは、コスト総額から利用者の負担する料金、使用料および国庫等負担
金等の各行政目的に対応した諸収入を控除した残額であり、市税に依存する行政コストを
算出することになる。なお、諸収入には税負担が加味されていないことから、この行政コ
ストの算定においては各行政別に住民の税負担と行政コストの関係が明確にされることと
なる。
以上のように筆者が考案する行政コスト計算書は、現金主義に基づいて算出される現金
支出額から発生主義に基づく発生コストを加味することにより、住民の税負担と行政コス
トとの関係を明らかにするものであり、さらに住民満足度に貢献するサービスコストの概
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念を加味したことから、地方公共団体における行政運営の効率化に資するものであるとと
もに、貨幣的な数額で捉えることのできないサービスとの対比を行うことができるといっ
た利点を有していると考えられる。
結び
本研究の結びとして、地方公共団体の会計改革に際しての重要な論点として、以下の三
つのポイントを指摘して結語したい。
＜第1のポイント＞公会計のアカウンタビリティに資する基本財務諸表について
次の3つの計算書類を取り上げ、筆者の考案するこれらにおける会計処理方法を提示し
たい。
①歳入歳出決算書
歳入歳出計算書は、現在の政府・地方公共団体の現金収支を計上する決算書類として用
いられているものである。行政運営にあたりキャッシュ・フローの把握は必要不可欠な
ものである。
②バランスシート
国・地方自治体におけるストック情報の把握として、バランスシートの作成がこれに資
すると考える。ここでは発生主義を取り入れ、セグメント別の細分割表示により適正な
アカウンタビリティを遂行しなければならない。
バランスシートの作成については本研究の知見として次にあげる会計処理の方法を提示
した。まず、有形固定資産の価額の計上については各有形固定資産の特質に応じた減価
償却方法を選択するべきであると考え、減価償却方法について「取替法」または「50％
定額法＋取替法」の導入を行う必要がある。そして公会計における時価評価の導入とし
て株式等についてはその評価損益を純資産の部に「株式等評価損益」としてその価額を
計上することを示し、また減損会計の適用として有形固定資産の評価損についても純資
産の部に「固定資産評価損」の価額を計上すること提示している。
③行政コスト計算書
公会計におけるフロー情報の把握として、行政コスト計算書の作成がこれに資すると考
えられる。フロー情報としては、歳入歳出決算書と行政コスト計算書の両者によって開
示されることとなるが、行政コスト計算書における歳入歳出決算書との違いは、フルコ
ストによる費用計上により行政執行の効率化に資するよう作成されるべき点にある。
行政コスト計算書の作成については、本研究の知見として、次にあげる会計処理の方法
を提示した。まず、一会計年度における行政活動によって生じた費用については、住民
の満足度を高めることに費やされたコスト、すなわち「サービスコスト」の存在に着目
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し、通常の費用と区分した計上を行う必要があることを示した。これについては、地方
公共団体の活動の成果が、収益や収入といった財務的なものによってのみ表されるので
はなく、「住民の満足度」といった非財務的な成果をも期待されることから、当該非財
務的成果に対応した費用、すなわちサービスコストについては、通常の費用と明瞭な区
分を行う必要があると思われるからである。
＜第2のポイント＞公会計原則の設定について
第二として、公会計原則設定の必要性を指摘したい。わが国の企業会計においては、す
でに「企業会計原則」が設定されており、企業会計における会計処理の原則として確立し
ているが、公会計においては、日本公認会計士協会が示した「公会計原則（試案）」のみ
しか存在していない。将来的には、この日本公認会計士協会が示した「公会計原則（試案）」
がわが国の「公会計原則」として確立されるものと予見されるところであるが、この試案
においてはいくつかの問題点を有していると考え、本研究の知見として、公会計一般原則
における「保守主義の原則」の必要性を指摘したものである。筆者が考える公会計におけ
る「保守主義」とは、地方公共団体の財務的な安全を保持し、健全な発展を図るために、
予想される将来の危惧に備えて慎重な判断に基づく会計処理を行わなければならないとし
た意義を有していることはもとより、現在の公会計改革における時価会計の導入等によっ
て、未実現利益を計上する虞があることに鑑みて、これを阻止するいわば「碇」の役割を
担う重要な原則であると考えている。
＜第3のポイント＞ディスクロージャーおよびアカウンタビリティについて
バランスシートが住民へのディスクロージャーおよびアカウンタビリティに資するもの
として作成されなければならないことを指摘したい。これについては、現在、わが国の地
方公共団体においてバランスシートおよび行政コスト計算書の作成が推進されているとこ
ろであるが、一方で、これらの財務諸表の作成が、現在の公会計改革の中にある単なるブ
ームとして行われていると危惧されるとした見解も存在するところである。このような点
からも、地方公共団体の決算書類が現在の監査制度との連環の中で住民に対するディスク
ロージャーおよびアカウンタビリティに資するものでなければならないといえよう。
以上、公会計制度改革とあるべき方向性を論じてきた。公会計制度改革とは通常では従
来の現金主義・単式簿記を特徴とする地方公共団体の会計制度に対して、発生主義および
複式簿記等の企業会計原則（手法）を導入することが全面に出される。しかしながら、筆
者はこのレベルに留まることなく、何より「財政民主主義」との関連において、その運用
上、不可欠な条件として「ディスクロージャーおよびアカウンタビリティに資する公会計」
の論理を改革の根底におかねばならないことを改めて強調して論稿を閉じたい。
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（注）
１ 石原俊彦「行政評価と発生主義会計－事務事業評価と発生主義会計の融合：論点整理－」『都市
問題』Vol.92，No.1,2001年,ｐ30。
２ 政策ごとの結果の評価を指すものであり、投下した費用を回収できたか否かという費用対効果や
政策における達成度を測るための評価として位置づけている。政策プロジェクトについては、段階
的な評価を除けば政策結果についての評価を行うことを目的としていることから長期間を要する評
価であるといえる。
３ 近年の文献等においてアカウンタビリティについての邦訳を「説明責任」としているものが散見
される。これはアカウンタビリティを財政学的見地に立脚し邦訳したものと考えられる。会計学に
おいてはアカウンタビリティを「会計責任」と訳している。これらの訳語の違いは、財政学がアカ
ウンタビリティを単なる「公表責任」として捉えているのに対し、会計学では広義においての「会
計主体における計算書類の作成・公表責任と活動責任」と捉えていることによるものと考えられる。
本論文においては、会計学的な意味におけるアカウンタビリティとして、この語の邦訳を「会計責
任」としている。
４ 例えば、現在、公表されている地方公共団体の計算書類においては、資産評価の意義、資産価額
の画定、減価償却費計算の適正性といったバランスシートおよび行政コスト計算書作成上の問題点
が散見される。これは、地方公共団体の会計において、企業会計方式を徒に導入したことの結果を
意味していると考えられる。もっとも、本論文は企業会計方式の導入について否定的な立場で論じ
ているものではなく、むしろ地方公共団体の活動目的に合致した会計処理方法を積極的に模索する
べきであると考えているものであり、「利潤計算（分配可能利益の算定）」を目的とした企業会計に
おける計算処理方法の中でも、地方公共団体の会計において合致すると思われるものについては採
用すべきであると考えている。またさらには、現状の公会計の欠陥を補完するためには、地方公共
団体において企業会計からのアプローチのみではなく、非営利活動団体としての新しい会計処理方
法を模索する必要がある。
５ この例としては、1999年における「地方自治法の一部を改正する法律（法律第67号）」の成立が
あげられよう。これは、従来からの地方公共団体の監査制度に加えて、新たに「外部監査人」によ
る監査制度の導入を示したものであり（包括・個別外部監査制度）、わが国の地方公共団体におけ
る監査制度の枠組みが再構築されることとなったものである。このような監査制度の改革の背景に
は、（1）市民による予算執行適正化要求、（2）地方分権の推進、（3）従来からの監査委員制度の限
界の是正、の3点があると考えられている。地方自治法第252条の28第1項においては、「普通地方公
共団体が外部監査契約を締結できる者は、普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行
政運営に関し優れた識見を有する者」と規定し、さらにその資格要件として、同項の各号において
①弁護士、②公認会計士、③公務精通者、並びに同条第２項において④税理士である者と明文化さ
れている。これにより、わが国の外部監査制度にあっては、外部監査人が地方公共団体の組織に属
さず、また地方公務員としての身分を有しない立場として、地方公共団体と契約関係にある者とす
ることによって外部監査制度の「独立性」が確保されることとなった。また外部監査人の「専門性」
については、外部監査人の資格要件として、普通地方公共団体の財務管理、事務の経営管理その他
行政運営に関し優れた識見を有する者とし、さらに地方公共団体の監査に資する高度な専門的知識
を有する制度的背景を持つ者と定められていることから、これにより外部監査人の「専門性」が確
保されることとなる。
６ 債務負担行為は「会計年度独立の原則」および「予算単年度主義」の例外項目として認められた
ものとした解釈もある（国際公会計学会『公会計・監査用語辞典』ぎょうせい，2002年，pp.126－
127（泉澤俊一））。この文献では「債務負担行為は継続費とあわせて、予算の会計年度の独立の原
則に対する例外措置といえ、将来の支出を伴う行為である」と記述されている。債務負担行為を例
外措置として解することについては、地方自治法施行令143条1項4号における「工事請負費、物件
購入費、運賃の類及び補助費の類で相手方の行為の完了があった後支出するものは、当該行為の履
行があった日の属する年度」とした規定の存在があげられる。なお、行政実例によれば「地方自治
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法施行令143条1項4号の規定を受け、翌年度において過年度支出とすること自体は、別段違法とは
ならない」（昭和39年12月9日）と記されているように、「例外規定」とした文言はない。
７ 例えば、1．総計予算主義の原則、2．単一予算主義の原則、3．予算統一の原則、4．会計年度独
立の原則、5．予算の事前決議の原則、6．予算公開の原則、がその内容となる。
まず「1．総計予算主義の原則」とは、地方自治法において「一会計年度における一切の収入及
び支出は、すべてこれを歳入歳出予算に編入しなければならない」（自治210条）と規定されている
ように、予算について歳入歳出を混同せずに、歳入おいてはその全額を歳入予算に計上し、歳出は
その全額を歳出予算に計上しなければならないことを定めている。この規定の趣旨は、予算の全貌
を明らかにし、予算執行の責任を明瞭にするために、歳入・歳出の相殺を禁止することにある。
次に「単一予算主義の原則」とは、地方自治法において「普通地方公共団体の会計は、一般会計
及び特別会計とする」（自治209条）と規定されているように、予算の全貌を一目瞭然とした単一ま
たは明瞭な会計（一般会計及び特別会計以外の会計を禁ずる）に編成すべきことを定めている。こ
の規定の目的は、本来は単一の会計（一般会計）のみにすることを要請していると考えられるが、
地方行政の広範かつ複雑な特質に鑑みて、予算の統一を損なわない限りの明瞭性を有していれば、
特別会計に限りその設置を認めたものである。
そして「予算統一の原則」とは、地方自治法において「歳入歳出予算は、歳入にあっては、その
性質に従って款に大別し、かつ、各款中においてはこれを項に区分し、歳出にあっては、その目的
に従ってこれを款項に区分しなければならない」（自治216条）と規定されているように、予算の構
成についての分科表示を定めたものであり、予算における一貫した秩序を示したものである。
「予算の事前決議の原則」とは、地方自治法において「普通地方公共団体の長は、毎会計年度予
算を調製し、年度開始前に、議会の議決を経なければならない。この場合において、普通地方公共
団体の長は、遅くとも年度開始前、都道府県及び第252条の19第1項に規定する指定都市にあっては
30日、その他の市及び町村にあっては20日までに当該予算を議会に提出するようにしなければなら
ない」（自治211条1項）と規定されているように、予算について事前の議会による決議を要する旨
を定めたものである。
最後に「予算公開の原則」とは、「普通地方公共団体の長は、前項の規定により予算の送付を受
けた場合において、再議その他の措置を講ずる必要がないと認めるときは、直ちにこれを都道府県
にあっては総務大臣、市町村にあっては都道府県知事に報告し、かつ、その要領を住民に公表しな
ければならない。」（自治219条）と規定されているように、予算の民主的かつ能率的な機能を図る
ために、住民に対しこれを公表しなければならないことを定めたものである。
８ 新日本監査法人『国・地方自治体の会計と事業評価』中央経済社,2002年,p67。
９ 佐々木隆志「公会計制度改革の二視点－過去的視点と将来的視点－」『会計検査研究』No.24,
2001年,p19。
10 例えば、東京都では「東京都財政状況の公表に関する条例（1969年東京都条例第13号）」におい
て、住民に対する東京都の財政事情の公表を目的として、以下の事項の公表を定めている（東京都
財政状況の公表に関する条例3条1項）。
１．歳入歳出予算の執行状況
２．都民負担の概況
３．公営企業の業務の状況
４．財産、公債及び一時借入金の現在高
５．その他知事が必要と認める事項
11 本節諸外国の事例の作成にあたっては、NIRA（National Institute Research Advancement）よ
り公表された「Research on the Introduction of the New Public Management Approach into
Local Governments」、参議院からの委託研究資料として公表された「先進諸国における公会計制度
改革の実情等に関する調査研究報告書」、Financial Accounting Foundationの下部機関である
Governmental Accounting Standards Boardによる「Generally Accepted Accounting Practice」、
アメリカ公会計において実際に作成ならびに公表されている①Statement of Net Costs、②
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Statement of Operations and Change in Net Position、③Balance Sheet、④Reconciliation of
Net Operating Cost and Unified Budget Surplus（or Deficit）、⑤Statements of Change in
Cash Balance from Unified Budget and other Activities、財政制度等審議会・公会計基本小委員
会より公表された「国際公会計基準策定の動向」、ならびに同委員会「公会計に関する海外調査報
告」を参考としたものである。
12 ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）とは、1980年代にイギリスやニュージーランドな
どの行政実務現場で形成された公的部門に民間企業の経営管理手法を幅広く導入することで効率化
や質的向上を図ろうとした行政運営理論をいう。この基本的な考え方としては、①行政サービス提
供部門の経営資源（人員・予算の活用など）に関する裁量を広げ、業績・成果による監督・統制を
行う、②民営化、エージェンシー化（独立行政法人）、ＰＦＩなどを活用することで公的部門に市
場原理・競争原理を導入する、③行政サービスの提供や事業展開を司る統制基準を、行政管理型か
ら顧客主義に転換する、④これらの実効を担保するために、積極的な組織ヒエラルキー改革を実施
するといった4項目があげられている。
13 NPMを導入したニュージーランド・モデルは、隣国のオーストラリアに影響を与え、オーストラ
リアでは1990年代以降、連邦政府、各州政府においてニュージーランドの影響を受けた行財政改革
が推進されている。
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